
品川区住民基本台帳閲覧取扱要綱 

 

制定 平成１８年１０月１３日 区長決定 要綱第１３８号 

改正 平成２０年７月４日 部長決定 

改正 令和 ６年 ３月２６日 部長決定 要綱第１９９号 

                                      

（趣旨） 

第１条  この要綱は、「住民基本台帳法」（昭和４２年法律第８１号。以下「法」という。）および

「住民基本台帳の一部の写しの閲覧及び住民票の写し等の交付に関する省令」（昭和６０年

自治省令第２８号）および「住民基本台帳事務処理要領」（昭和４２年自治振第１５０号）

に定めるもののほか、住民基本台帳の閲覧に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（閲覧の場所） 

第２条  住民基本台帳の一部の写しの閲覧場所は、戸籍住民課戸籍住民担当とする。 

 

（閲覧の日時） 

第３条  閲覧日時は、次のとおりとする。 

(１) 閲覧日 月曜日から金曜日まで。ただし、休日、年末年始を除く。 

(２) 閲覧時間 午前８時３０分から正午までおよび午後１時から午後５時まで。ただし正午か

ら午後１時までは不特定閲覧席を閉鎖する。 

２ 区長は、必要があると認めるときは、臨時に閲覧の休止日を定めることができる。 

 

（閲覧の内容） 

第４条  法第１１条の２第１項第３号に規定する営利以外の目的で行う居住関係の確認としては、

次のものの閲覧を認めることとする。 

(１) 訴訟の提起にあっては、実際に訴訟を提起することまたはしたことを確認できる資料の提

示があった場合 

(２) マンション管理組合が管理業務を行うために当該マンションの居住者を確認する必要があ

って、他に手段がない場合 

(３) その他、他に手段がなく区長が特に認めた場合 

 

（閲覧の申請手続等） 

第５条  閲覧の申請の手続は、次のとおりとする。 

(１) 国または地方公共団体の機関が、法令で定める事務の遂行のために必要な場合 

「住民基本台帳閲覧請求書」（「品川区住民基本台帳に関する規則」第１号様式）または

これに準ずるものにより、請求を受け付ける。 

(２) 個人または法人の申し出の場合 

①閲覧申請は､事前に次の書類の提出により行い、区長による審査決定後、閲覧日を予約

する。 

(ア) 住民基本台帳閲覧申出書（「品川区住民基本台帳に関する規則」第１号様式の２） 

(イ) 誓約書（様式第１号） 

(ウ) 閲覧の目的や必要性を示す具体的資料（調査内容、大学・研究所等の責任者による



証明書、裁判関係資料等） 

(エ) 法人については、法人登記または事業所概要、プライバシーポリシーを示す書類 

②区長は、「住民基本台帳の一部の写しの閲覧についての公益性の判断に関する基準」（平

成１８年総務省告示第４９５号）に基づき、法第１１条の２第１項第１号に規定する公益

性の審査を行う。 

 

（閲覧者の本人確認） 

第６条  閲覧者の本人確認は、次のとおり行う。 

(１) 国または地方公共団体の機関の場合 

当日、閲覧者の身分証明書（国または地方公共団体の職員たる身分を示すもの）を提示

するものとする。 

(２) 個人または法人の場合 

当日、閲覧者は次のいずれかを提示するものとする。 

(ア) 官公署発行の写真付身分証明書（「戸籍・住民票に関する証明および届出に係る本人

確認事務取扱基準」別表２（１枚書類で確認）に該当するもののうち１点） 

(イ) 閲覧者がアに該当する身分証明書を所持していない場合には、閲覧者あてに送付し

た「照会書兼回答書」（様式第２号）および本人であることを推定させる書類（「戸

籍・住民票に関する証明および届出に係る本人確認事務取扱基準」別表２（複数書

類で確認）に該当するもののうち２点） 

 

（閲覧の方法等） 

第７条  閲覧の方法等は次のとおりとする。 

(１) 不特定閲覧（一つの地域の一部または全部の住民票の閲覧で、閲覧しようとする住民票が

特定していないもの）については、専用端末により住民基本台帳の一部を閲覧に供する。 

(２) 特定閲覧（第４条に規定する居住確認のうち、閲覧しようとする住民票が特定しているも

の）については、住民基本台帳の一部を記載した閲覧書を出力し、閲覧に供する。 

(３) 閲覧者は、カメラ、パソコン等を利用して、記録されている住民情報を撮影、複写しては

ならない｡ 

 

（閲覧の報告等） 

第８条  閲覧者は、不特定閲覧を行った場合において、閲覧した個人情報を記録したときは、閲覧

終了時、これを報告し、個人情報を記録した作成物を職員に提示するものとする。ただし、

国または地方公共団体の機関による請求のうち、請求事由を明らかにすることが事務の性質

上困難である場合を除く。 

２ 職員は、前項の規定により個人情報を記録した作成物の提示を受けたときは、これを複写す

る。 

 

（閲覧事項の公表） 

第９条  区長は、法第１１条第１項第３号、第１１条の２第１項第１２号に基づく閲覧の状況につ

いて、年１回、品川区ホームページ、区政資料コーナーその他で公表する。 

  

付 則 

この要綱は、平成１８年１１月１日から施行する。  



付 則 

この要綱は、平成２０年７月４日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



第１号様式 
住 民 基 本 台 帳 閲 覧 請 求 書                

 
   品川区長 あて 
 

第     号   
年  月  日   

 
  住民基本台帳法第11条第１項の規定に基づき、下記のとおり住民基本台帳の一部の写

しの閲覧を請求します。 
記 

 

請 求 者 
機 関 名 
所 在 地 
連 絡 先 

□印  

閲 覧 者 職 名  氏 名  

事 務 責 任 者 職 名  氏 名  

請 求 事 由  

請 求 に 係 る 
閲 覧 の 範 囲 

 

請 求 を 必 要 と 
する事務の内容 

 

根 拠 法 令  

請 求 事 由 を 明 
らかにすること 
が 困 難 な 理 由 

 

 ※ 請求事由を明らかにすることが事務の性質上困難なものの場合は、「請求を必要と

する事務の内容」以下の欄を記入してください。 



第１号様式の２ 
住 民 基 本 台 帳 閲 覧 申 出 書                

 
   品川区長 あて 
 

年  月  日   
 

申 出 者 

氏 名 
（法人名およ
び代表者名） 
住 所 
（ 所在 地） 
連 絡 先 

○印   

共 同 申 出 者 

氏 名 
（法人名およ
び代表者名） 
住 所 
（ 所在 地） 

○印   

閲 覧 者 
氏 名  当日の本人確認資料 

住 所  

閲 覧 の 範 囲  

閲覧事項の利用目的  

閲 覧 事 項 
取 扱 者 の 範 囲 

 

活 動責 任者 
役 職・ 氏名  

閲覧事項の管理方法  

調

査

研

究

に 

利
用
す
る
場
合 

成果の取扱い  

実 施 体 制  

委 託 者 

氏 名 
（法人名およ
び代表者名） 
住 所 
（ 所在 地） 

 

 ※ 偽りその他不正の手段により閲覧をしたときもしくはさせたときまたはこの申出書

に記載した事項に反する利用をしたときは、30万円以下の過料に処せられます（住民

基本台帳法第50条）。 



様式第１号 

誓 約 書 

 
 
 住民基本台帳の閲覧により知り得た内容については、下記の事項を遵守する

ことを誓約します。 
 

記 
 
１ 閲覧等により知り得た内容については、本人の事前の同意を得ず、住民基

本台帳等閲覧申出書に記載した使途以外には、一切使用しません。 
 
２ 閲覧等により知り得た内容については、漏えいすることのないよう責任を

持って管理・処分し、対象者に対しては、その基本的人権を尊重し、一切迷

惑をかけないことを誓約します。 
 
３ 閲覧等により知り得た内容を、住民基本台帳等閲覧申出書に記載した者以

外には提供せず、閲覧者および閲覧事項取扱者に対しても、目的外利用、第

三者提供の禁止について遵守するよう周知徹底を致します。 
 
 
 
 
        年  月  日 
 
品川区長 あて 

 
             （申出者）住所 
                  氏名             印 
 
 
※ 偽りその他不正の手段により閲覧した者若しくはさせた者、また、閲覧事

項を利用目的以外の目的に利用したり、当該閲覧事項に係る申出者、閲覧者、

個人閲覧事項取扱者および法人閲覧事項取扱者以外の者に提供した者は、住

民基本台帳法第 51 条の規定により、30 万円以下の過料に処せられます。 



別表２（第３条関係） 
戸籍届出に関する本人確認書類 

１枚書類で確認 複数書類で確認 
［イ１枚＋ロ１枚またはイ２枚］ 

戸籍法施行規則第５３条が準用する戸

籍法施行規則第１１条の２第１号に準

ずる 
 
※国若しくは地方公共団体の機関が発

行した身分証明書で写真付の書類例 
・一次庇護許可証 
・仮滞在許可書 
・住民基本台帳カード 
・公立学校の学生証 

〔イに掲げる書類〕 
戸籍法施行規則第５３条が準用する戸籍法施行規則

第１１条の２第２号イに準ずる 
 
※その他区長がイに掲げる書類に準ずるものとして

適当と認める書類例（公的機関が発行した写真無のも

ので氏名・生年月日の記載があるもの） 
・住民基本台帳カード 
・在留カード（１６歳未満） 
・特別永住者証明書（１６歳未満） 
・生活保護受給証明書 
・国民年金手帳 
・基礎年金番号通知書 
 
〔ロに掲げる書類〕 
戸籍法施行規則第５３条が準用する戸籍法施行規則

第１１条の２第２号ロに準ずる 
 

身分証明書類がない、複数書類がない場合 
（不受理の申出および取り下げ） 

聴聞：戸籍および住民票の記載事項による確認 
生年月日、続柄、父母その他の親族等の氏名等 

その他の本人確認方法 
本人を推定できる書類１枚以上と届書に押印した印

鑑登録証明書の提示 
（本人を推定できる書類） 
預貯金通帳・キャッシュカード・診察券・不動産賃貸

契約書・公共料金領収書・消印のある本人宛郵便物・

会員証（本人自ら氏名記入を除く）など 
 
 



様式第２号                                              No.      

  年  月  日 
 

〒         
 
                  
 
                様 
 
 
 

     品川区長  〇〇 〇〇 
 

住民基本台帳閲覧申出に係る閲覧者に関する照会書 
       

 
  年  月  日に、あなたを閲覧者として指定した住民基本台帳閲覧の申出を

受付けました。 
上記申出に基づいて閲覧を行う際には、下記の回答書に署名し、ご自身が持参してく

ださい。 
 
ご注意 
（１）回答書は必ず持参してください。郵送された場合は受付できません。 
（２）本書の有効期限は、  年  月  日までです。 
 
 
 

  年  月  日  
 

回  答  書 
 
品川区長 あて 

 
  年  月  日に行われた住民基本台帳閲覧申出

に係る閲覧者は、私であることに相違ありません。 
 

住  所  
 

氏  名              


